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１． はじめに 
１－１．業務の概要 
 現在、閉鎖性水域である東京湾、伊勢湾、大阪湾の三大湾をはじめ、指定湖沼や河川

流域では富栄養化による水質汚濁が深刻な状況にあり、これら流域に位置する関連自治

体では、流域別下水道整備総合計画（以下、流総計画）のもと、富栄養化の原因となる

窒素・りん等の除去を目的に下水処理場の高度処理施設の導入やノンポイント対策の推

進を図っている。しかしながら、これら施策の推進は一朝一夕に達成することは難しく、

施策による水質改善効果の評価・確認についても十分に実施されているとは言えず、今

後、住民や関連部局への説明責任を果たすためにも的確な評価が喫緊の課題となってい

る。 
 また、下水道による水質改善施策の推進はもとより、下水道以外の汚濁負荷対策につ

いても着実に進めなければ閉鎖性水域の水質改善を達成することは難しい状況から、住

民・ＮＰＯ・関係行政機関が連携しつつ、目標を定めて効果的に実施していく推進方策

の立案が望まれている。 
 以上の状況より，本業務は、下水処理の段階的な高度処理導入およびノンポイント対策

等の実施時期の違いによる水質改善効果を局所的に把握し、三大湾や指定湖沼、河川流域

の水環境を多様な主体が連携しつつ目標を定めて効果的に実施していく方策を立案するこ

とを目的とする。 

 総体的には「高度処理施策の推進のためには、アピールポイントのような住民の環境に

対する関心が高いポイントに対し、水質改善効果が顕著に発現するよう下水処理場を選択

して（段階的高度処理を含めた）高度処理を実施し、水質改善状況を住民に体感してもら

いＰＲしながら進めるべき。」という施策推進のためのストーリーを導き出すとともに、そ

の説明等に必要なデータ収集、解析等を行うことを目的とする。 
 上記の目的を達成するため、業務に当たっては以下の２点について調査・検討を実施す

る。 

①下水高度処理事業等の推進状況の変化に伴う水質変化の調査 

②陸域における効果的な水環境改善事業実施方策の検討 
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１－２．業務の内容および手順 
 本業務は、高度処理の実施時期の違いにより、水質改善効果にどのように影響してくる

か、特に、段階的な高度処理の推進が局所的な水質改善効果の早期発現にどの程度有効で

あるかを検証する。また、下水道以外の汚濁負荷対策についても、着実に進めなければ改

善効果が上がらないことを定量的に把握し、特に、ノンポイント対策等の実施時期の違い

により、水質改善効果にどのように影響してくるかを検証する。 

図－１に業務の検討フローを示す。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 1-1 業務・検討フロー 

 

①東京湾流域・海域における基礎データの収集・整理 

・局所的な水質改善効果の定量的把握に必要なデータの収集・整理 

・流域における汚濁負荷の発生量、対策による汚濁負荷削減率の算定 

START 

③下水道及び陸域における効果的な事業実施方策の検討 

・下水道及び陸域における汚濁負荷削減施策による水質改善効果の検証（シミュレーション） 

・アピールポイント毎の施策の実施状況と、個々の行動計画の取りまとめ 

②東京湾流域・海域における多様な主体との連携を推進するための課題の整理 

・東京湾の再生に関する市民意識の地域別傾向等の把握（アンケートの実施） 

・東京湾流域・海域における多様な主体との連携を推進するための課題の整理 

④ケーススタディの実施 

・前項②、③に関するケーススタディを実施（東京湾） 

⑤大都市圏の海の再生を効率的・効果的に推進する方策の検討 

・業務報告書の作成 

・事業効果等の整理 

END 
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 以下に、本業務の概要を整理する。 
①東京湾流域・海域における基礎データの収集・整理 

 東京湾について局所的な水質改善効果の定量的把握に必要なデータ（水質、生物、生態

系、土地利用、河川流量、汚濁負荷、等）の収集・整理を行う。 
 また、三大湾、指定湖沼、および清流ルネッサンスⅡで指定された河川を対象に、各流

域の流総計画資料を収集して、流域における汚濁負荷の発生量、及び下水処理場による汚

濁負荷削減量を算出して「汚濁負荷削減率（％）」を算定する。 
 

②東京湾流域・海域における多様な主体との連携を推進するための課題の整理 

 効果的な施策実施方策検討のための基礎資料として、東京湾の再生に関する水質改善施

策に対する市民意識の地域別傾向等をアンケート調査により把握し、東京湾流域・海域に

おける多様な主体との連携を推進するための課題の整理をはじめ、アピールポイントにお

ける施策の実施状況の把握、及びアピールポイントにおける施策として相応しい事例資料

の作成（汚濁負荷削減率の算出結果、等）を行う。 
意識調査対象地域は東京湾流域とする。 

 

③下水道及び陸域における効果的な事業実施方策の検討 

下水道及び陸域における汚濁負荷削減施策による水質改善効果をシミュレーションによ

り局所的かつ時系列的に把握する。 
下水道事業においては、下水処理場の高度処理事業（段階的高度処理の導入を含む）等

の進捗状況の差異によるアピールポイントへの水質影響変化の把握を行う。また、陸域に

おける汚濁負荷削減のための各施策（農林系等のノンポイント対策等）においては、施策

の実施の有無による水質変化の差異を時系列で把握する。なお、それぞれ底層ＤＯに対す

るシミュレーションを含む。 
 また、アピールポイント毎の施策の実施状況を整理・把握し、個々の行動計画の取りま

とめ（どのように進めていくべきか等）を検討する。 
 

④ケーススタディの実施 

 前項②、③に関して、下水道及び陸域における効果的な事業実施方策のケーススタディ

を実施する。ケーススタディの実施地域は、東京湾とする。 
 

⑤大都市圏の海の再生を効率的・効果的に推進する方策の検討 

 以上までの検討結果を踏まえ、大都市圏の海の再生を効率的・効果的に推進する方策に

ついてとりまとめる。 
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２．基礎データの収集・整理  

2-1．東京湾流域・海域に関する基礎データの収集・整理 1）  

本節では，東京湾を対象に水質改善効果の定量的把握に必要なデータ等の収

集・整理を行った。  

１）地形条件，海象条件，地質・地盤条件  

ａ．地形等の概要  

東京湾は、湾面積 1,380km2 容量 62.1km3 を有している 2）。観音崎～富津

岬が狭くなっているため、閉鎖的な内湾が形成されている。また、東京湾 (剣崎

～洲崎以北 )の平均水深は約 45m、内湾 (観音崎～富津岬以北 )の平均水深は約

15m である。  

東京湾の流域面積は約 7,703km2 であり、東京都・神奈川県・埼玉県・千葉

県・茨城県から流出する水は各河川を通じて東京湾へ流入している。  

 

図 2-1-1      東京湾流域の地形（標高・水深）  
注 1)出典：「東京湾流域別下水道整備総合計画に関する基本方針策定調査報告書」をもとに作成  

注 2)出典： (財 )国際エメックスセンターWEB ページ：  
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ｂ．海象条件  

東京湾の潮汐流は、上げ潮時･下げ潮時ともに、概ね湾の主軸方向に沿って流

れ、湾奥になるに従って流れは弱くなる傾向が認められる。富津岬と観音崎間

の浦賀水道では、1.5 ノット以上の強い流れが出現する。  

また，至近 20 ヵ年 (昭和 58～平成 15 年 )の東京湾流域の平均年降水量は、

約 1,500mm/年である。  

 
(上げ潮時 )            (下げ潮時 ) 

出典：宇野木早苗：東京湾の水と流れ (貝塚爽平編  東京湾の地形・地質と水 )、pp.135-186、1993 

図 2-1-2      東京湾の潮流  

 
表 2-1-1     年降水量  
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ｃ．地質・地盤条件  

東京湾の地質構成は、大きく分けて上総層群･江戸川層を基盤として、その上

位に沖積層（七号地層および有楽町層）を載せている構成となっている。  

 

 
出典：（社 )東京都地質調査業協会｢技術ノート No.37｣ 

図 2-1-3      東京湾の地質  
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出典：（社 )東京都地質調査業協会｢技術ノート No.37｣ 

図 2-1-4      東京湾の地質  
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２）水質条件，生物条件，生態系の状況  

ａ．水質条件  

東京湾の環境基準は、ＣＯＤは１９水域、Ｔ -Ｎ･Ｔ -Ｐは６水域に区分して類

型指定がされている。各水域には環境基準点が設定されており、ＣＯＤは４９

地点、Ｔ -Ｎ･Ｔ -Ｐは２８地点ある。環境基準の水域類型区分と環境基準点を図  

に示す。  

 

  

(ＣＯＤ )            (Ｔ－Ｎ，Ｔ－Ｐ ) 

図 2-1-5      環境基準の類型指定状況  

 
現況における類型別環境基準の適合率を表に示す。閉鎖性水域である東京湾

の水質については、多くの基準地点で環境基準を満足していない状況である。  

水域類型別の水質経年推移及び水質平面分布の変化から、COD については改

善の傾向が見られるものの、閉鎖性水域で問題となっている富栄養化の要因の

窒素、リンについては改善の進んでいない状況である。  

日本の玄関口として日本経済を支える東京湾においては、水産業、生態系、

景観、さらには海洋レクリエーションや観光などへの影響も問題視されており、

今後とも積極的な水質改善が求められている。  
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表 2-1-2   現況水質の適合状況  
項目  類型  環境基準  層  基準適合率 内訳  

A 類型  2mg/L 以下  0％  0 水域 /2 水域  
B 類型  3mg/L 以下  38％  3 水域 /8 水域  COD 
C 類型  8mg/L 以下  

全層  
100％  9 水域 /9 水域  

Ⅱ類型  0.3mg/L 以下  0％  0 水域 /1 水域  
Ⅲ類型  0.6mg/L 以下  0％  0 水域 /1 水域  T-N 
Ⅳ類型  1.0mg/L 以下  

上層  
75％  3 水域 /4 水域  

Ⅱ類型  0.03mg/L 以下  100％  1 水域 /1 水域  
Ⅲ類型  0.05mg/L 以下  0％  0 水域 /1 水域  T-P 
Ⅳ類型  0.09mg/L 以下  

上層  
100％  0 水域 /1 水域  

注．COD については各環境基準点の年間 75％値を求め、水域内の 1 地点でも環境

基準値を超過したものがあれば不適合とし、適合率を求めたものである。T-N、

T-P は暫定基準の適合状況は除く  

 
図 2-1-6      水質の経年変化  
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上層水質の平面分布について、1982～1984 年度平均値と 2000～2002 年度

平均値の比較を示す。いずれの指標も、湾奥になるに従って水質は悪い。また、

18 ヵ年の間に COD は改善が進んでいるが、T-N、T-P についてはさほど進ん

でいない状況にある。  

 
図 2-1-7-1      水質の経年変化 (ＣＯＤ，Ｔ -Ｎ ) 
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図 2-1-7-2      水質の経年変化 (Ｔ -Ｐ ) 
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ｂ．生物条件，生態系の状況  

底生生物の個体数・種類数はともに湾奥部で少なく、湾口部で多くなってい

る。特に羽田沖から千葉市、袖ヶ浦市に向かう帯状に広い範囲の沖合の海域で

は、底層の貧酸素水塊の発達にともない、毎年底生生物（魚類を含む）が存在

しない観測地点が存在する。鉛直混合が進み貧酸素水塊が解消される冬期につ

いては、全域が底生生物の生息可能な状態になっている。  

 

 

 

出典：「東京湾再生のための行動計画」第一回中間報告書，Ｈ19.3 東京湾再生推進会議  

図 2-1-8     底生生物の個体数・種類数及び底層ＤＯの水平分布  
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東京湾のうち特に重点的に再生を目指す「重点エリア」には、施策による改

善の効果について市民が体感・実感できるような場所として、7 地点が「アピ

ールポイント」として指定されており、それぞれの場所においての改善イメー

ジ、相当する指標及び目安が行動計画上で示されている。  

行動計画においてアピールポイントに共通の指標（三番瀬を除く）として導

入されている、底質環境の評価※を行うため使用した調査点とアピールポイン

トの対応を示す。  

表 2-1-3   底質環境の評価区分および評価項目の一覧表  

 
（七都県市首脳会議環境問題対策委員会水質専門委員会）  
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表 2-1-4  アピールポイントにおける底質環境の評価結果  

8月 2月 8月 2月 8月 2月 8月 2月

Ⅰ Ⅱ Ⅰ Ⅱ Ⅱ Ⅱ Ⅰ Ⅰ

× ○ × ○ ○ ○ × ×

甲殻類が
少ない

甲殻類が
少ない

甲殻類が
少ない

甲殻類が
少ない

千葉県環境基準点「東京湾5｣

4月 9月 4月 9月 4月 9月

Ⅱ Ⅱ Ⅲ Ⅰ Ⅱ Ⅱ

× × ○ × × ×

底生生物
の多様性
が低い

底生生物
の多様性
が低い

底生生物
の多様性
が低い

底生生物
の多様性
が低い

底生生物
の多様性
が低い

東京都調査地点「三枚洲｣

4月 9月 4月 9月 4月 9月

Ⅱ Ⅰ Ⅱ Ⅰ Ⅱ Ⅰ

× × × × × ×

底生生物
の多様性
が低い

底生生物
の多様性
が低い

底生生物
の多様性
が低い

底生生物
の多様性
が低い

底生生物
の多様性
が低い

底生生物
の多様性
が低い

東京環境基準点「St.５」

4月 9月 4月 9月 4月 9月

Ⅲ Ⅱ Ⅲ Ⅲ Ⅱ Ⅱ

○ ○ ○ ○ ○ ○

東京環境基準点
「St.31」

6月 9月 12月 3月

Ⅰ Ⅰ Ⅱ Ⅱ

× × ○ ○

底生生物
の出現数
が少ない

底生生物
の出現数
が少ない

神奈川県環境基準点「横浜港内｣

6月 9月 12月 3月

Ⅱ Ⅰ Ⅲ Ⅲ

× × ○ ○

底生生物
の出現数
が少ない

底生生物
の出現数
が少ない

神奈川県環境基準点「平潟湾内｣

いなげの浜
～幕張の浜周辺

<Ⅱ>のレベル以上

葛西海浜公園周辺 <Ⅲ>のレベル以上

お台場周辺 <Ⅲ>のレベル以上

多摩川河口周辺 <Ⅱ>のレベル以上

アピールポイント名称
目標に対する目安

（底質環境）

平成15年度

平成15年度

みなと未来21周辺 <Ⅱ>のレベル以上

アピールポイント名称
目標に対する目安

（底質環境）

海の公園・八景島周辺 <Ⅲ>のレベル以上

平成15年度 平成16年度

アピールポイント名称
目標に対する目安

（底質環境）

平成14年度 平成15年度 平成16年度

アピールポイント名称
目標に対する目安

（底質環境）

平成14年度

平成14年度 平成15年度 平成16年度

目標に対する目安
（底質環境）

アピールポイント名称

アピールポイント名称
目標に対する目安

（底質環境）

平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度
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図 2-1-9   重点エリアおよびアピールポイント位置図  
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３）土地利用状況，河川流量，流入汚濁負荷量  

ａ．土地利用状況  

関連４  都県の土地利用状況を図に示す。東京湾を囲むように市街化が進んで

おり、市街地率 (東京湾流域内 )は神奈川県･東京都･千葉県･埼玉県の順に大きい。

東京湾流域の市街化率は約 39％である。  

 

 

 

(1997(H9)年、1/10 細分区画土地利用：国土地理院 ) 

図 2-1-10      土地利用状況  
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（1997(H9)年、1/10 細分区画土地利用：国土地理院、100ｍメッシュ）  

図 2-1-11      土地利用  
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ｂ．河川流量等の概況  

東京湾へ流入する主な河川の年平均流量は大きく変動している。河川水質（Ｂ

ＯＤ）はやや改善傾向にある。  

 

 
図 2-1-12      河川流量・水質  
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表 2-1-5   淡水流入量 (夏季：河川由来 ) 

 
表 2-1-6   淡水流入量 (夏季：直接流入 ) 
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東京湾に流入する河川 (BOD75％値 )における環境基準の達成状況を示す。達

成率は増加傾向にある。  

 

 
図 2-1-13     河川の環境基準の達成状況  

 
表 2-1-7     河川の環境基準の達成状況  
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ｃ．流入負荷量  

夏季の流入負荷量を次表に示す。  

表 2-1-8   流入負荷量 (夏季：河川由来 ) 

 

表 2-1-9   流入負荷量 (夏季：直接流入 ) 
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２－２．汚濁負荷削減率の算定  

本節では，東京湾に限らず，汚濁の著しい河川・湖沼及び三大湾を対象とし

て汚濁負荷削減率を定義し，その値を算定した。  

 
１）汚濁負荷削減率の定義  

汚濁負荷削減率は，汚濁の著しい河川・湖沼及び三大湾を対象とする流域内

の総発生汚濁負荷量に対する下水処理場等における汚濁負荷削減量の割合とす

る。  

100)( ×=
荷量流域内の総発生汚濁負

ける汚濁負荷削減量流域内の下水道等にお
％汚濁負荷削減率  

 

汚濁負荷削減率 イメージ図

事業場 観光地 面源

下水
処理場

河川浄化
事業

対象水域 ・三大湾
・指定湖沼（11湖沼）
・清ルネⅡ対象河川（34河川）

削減
負荷

流域内における発生汚濁負荷
（下水道接続分）

削減
負荷

直接
排出等

汚濁負荷削減率 ＝
流域内における発生汚濁負荷

削減
負荷

削減
負荷

＋

汚濁
負荷

農地・市街地等工場・畜産施設等

下水処理場による
河川浄化事業による

下水道施設による 河川浄化事業による

削減
負荷

その他

流域内における発生汚濁負荷
（下水道未接続分）

家庭

 

注．11 番目の指定湖沼として，八郎湖が H19.12 に指定された。清ルネⅡ対象 34 河川の内，

事業完了している松江堀川等５河川については汚濁負荷削減率の算定対象から除いた。  

図 2-2-1     汚濁負荷削減率のイメージ  
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２）対象水域と汚濁負荷を示す水質指標  

対象水域と汚濁負荷を示す水質指標は次表のとおりとする。  

 

表 2-2-1     対象水域と汚濁負荷を示す水質指標  

対象水域  水質指標  

海域  三大湾（東京湾，伊勢湾，大阪湾）  COD 

湖沼  11 指定湖沼  COD 

河川  34 清流ルネッサンスⅡ対象河川  BOD 
注．11 番目の指定湖沼として，八郎湖が H19.12 に指定された。清ルネⅡ対象 34 河川の内，

事業完了している松江堀川等５河川 (広瀬川，桑原川，西高瀬川，松江堀川，多布施川 )につ

いては汚濁負荷削減率の算定対象から除いた。  
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図 2-2-2     11 指定湖沼  

 

 
図 2-2-3     34 清流ルネッサンスⅡ対象河川  
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３）負荷量の算定  

ａ．発生負荷量  

①生活系汚濁負荷量（ｔ /日）＝行政人口（人）×原単位（ｔ /人日）  

②畜産系汚濁負荷量（ｔ /日）＝家畜数（頭）×原単位（ｔ /頭日）×流達率  

③観光系汚濁負荷量（ｔ /日）＝観光人口（人）×原単位（ｔ /人日）  

④面原系汚濁負荷量（ｔ /日）＝用途別面積 (km2)×原単位（t/km2 日）  

⑤工場系汚濁負荷量（ｔ /日）の下水道接続分は、処理場流入水量に計画流入

水質を乗じて算定した流入負荷量から生活系、観光系を引いた残りを工場

系として算出する。下水道未接続分は、上乗せ基準値を上回らないように

して、実績データ又は流総計画値を採用する。  
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汚濁負荷削減率 算出方法
発生負荷量

行政人口（人） × 原単位（t/人・日） = 生活系汚濁負荷量（ｔ/日）

行政人口と原単位の積で算出

生活系

牛or豚の頭数と原単位と流達率の積で算出

畜産系

家畜数（頭） × 原単位（t/頭・日）

= 家畜系汚濁負荷量（ｔ/日）

× 流達率

「家畜排せつ物の管理
の適正化及び利用の促
進に関する法律（H11）」
を勘案して流達率を乗じ
ている。

一日の観光客と原単位の積で算出（観光客、原単位はそれぞれ宿泊客、日帰り客に分けて算出）

観光系

観光人口（人） × 原単位（t/人・日） = 観光系汚濁負荷量（ｔ/日）

各用途別（山林、市街地等）の面積と各原単位の積で算出

面源系

用途別面積（km2） × 原単位（t/km2・日） = 面源系汚濁負荷量（ｔ/日）  

図 2-2-4-1     発生負荷量の算定  

汚濁負荷削減率 算出方法

処理場流入水量に計画流入水質を乗じて、流入負荷量を算定し、生活系、観光系を引いた残りを工場系
として算出する。

実績データ又は流総計画値を採用。ただし水質汚濁防止法の基準値又は各都道府県の上乗せ基準値
を上回らないように設定。

工場系（下水道未接続分）

工場系（下水道接続分）

処理場流入量(m3/日） 計画流入水質(mg/L） ＝×

処理場流入総負荷量(ｔ/日） 観光系負荷量(ｔ/日）

工場系負荷量(ｔ/日）

－ 生活系負荷量(ｔ/日） －

生活系負荷量
観光系負荷量

工場系負荷量

処理場 放流負荷量

工場系を逆算

流入総
負荷量

処理場流入総負荷量(ｔ/日）

＝

 
図 2-2-4-2     発生負荷量の算定 (工場系 ) 
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ｂ．削減負荷量  

①下水処理場における削減負荷量は、各処理場への流入負荷量と放流負荷量

の差で算出する。流入負荷量、放流負荷量はそれぞれ流入水質、放流水質

に処理水量を乗じて算出する。  

②河川浄化事業等による削減負荷量は、投資額当りの汚濁負荷削減能力に各

年事業費を乗じる。  

 

汚濁負荷削減率 算出方法

削減負荷量

各処理場への流入負荷量と放流負荷量の差で算出
流入負荷量、放流負荷量はそれぞれ流入水質、放流水質に処理水量を乗じて算出

下水処理場における削減負荷量

流入負荷量（t/日） － 放流負荷量（t/日） = 下水処理場による
削減負荷量（ｔ/日）

流入負荷量（t/日） = 流入水質（mg/L） × 流入水量（m3）

放流負荷量（t/日） = 放流水質（mg/L） × 流入水量（m3）

流入水量は下
水処理人口と
原単位の積か
ら算定

投資額あたりの河川浄化能力に各年の事業費を乗じて算出

河川浄化事業等における削減負荷量

汚濁負荷削減能力

原単位（kg/億円・日）
× 事業費（億円） = 河川浄化事業による

削減負荷量（ｔ/日）
 

図 2-2-5     削減負荷量の算定  
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表 2-2-2  下水道の削減負荷量算定のための基本諸元 (三大湾・指定湖沼 ) 

基準年

(L/人/日)
流入水量

(g/人/日)
削減負荷量

1 東京湾 H16 2,341 996 102.44 7.89 942 425 40

2 伊勢湾 H16 587 252 97.40 8.40 225 430 38

3 大阪湾 H16 1,404 708 99.46 7.91 648 504 46

1 釜房ダム H12 0.5 0.2 90.00 13.00 0.2 403 31

2 八郎湖 H12 2.5 0.9 90.00 13.00 0.7 379 29

3 霞ヶ浦 Ｈ4 23.6 8.9 127.27 8.05 10.6 375 45

4 印旛沼 Ｈ10 50.6 23.6 125.00 12.00 26.6 466 53

5 手賀沼 Ｈ10 29.2 12.7 125.00 12.00 14.4 436 49

6 野尻湖 Ｈ15 0.08 0.05 90.00 13.00 0.04 604 47

7 諏訪湖 Ｈ13 16.9 8.3 87.00 10.00 6.4 490 38

8 琵琶湖 Ｈ16 93.8 36.9 89.69 6.01 30.9 393 33

9 児島湖 Ｈ14 29.3 10.6 92.00 7.90 8.9 360 30

10 宍道湖

11 中海
333556.7

中間年次の汚濁負荷削減率に使用する諸元

下水道人口１人当り

基準年
（万人）

下水道人口
(万m3/日)
流入水量

(ｍｇ/L)
流入水質

(ｍｇ/L)
放流水質

(t/日)
削減負荷量

基準年における基礎数値

三大湾

指定湖沼

項　目 備考

Ｈ15 20.2 7.2 99.98 7.44
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表 2-2-3  下水道の削減負荷量算定のための基本諸元 (清ルネⅡ ) 

(L/人/日)
流入水量

(g/人/日)
削減負荷量

1 常呂川 19 121,000 101,008 200 20 18,181 835 150
一人当たりの水量が大きいため
削減負荷量も大きい

2 網走湖 14 31,816 9,820 233 20 2,087 309 66

3 茨戸川 12 431,700 220,770 88 10 17,238 511 40 COD

5 桜川 18 148,782 129,600 163 20 18,585 871 125
一人当たりの水量が大きいため
削減負荷量も大きい

6 渡良瀬川 17 29,541 11,300 160 20 1,582 383 54

7 綾瀬川 12 448,300 169,310 204 18 31,463 378 70

8 小山川 13 53,000 13,780 230 20 2,894 260 55

9 坂川 14 270,900 104,560 224 3 23,087 386 85

10 黒部川 13 5,000 1,530 200 20 275 306 55

11 菖蒲川 12 368,000 123,640 200 20 22,255 336 60

12 不老川 13 168,000 58,296 204 15 11,018 347 66

13 芝川 13 649,900 226,380 219 16 45,815 348 70

14 千の川 15 43,342 17,565 205 15 3,337 405 77

15 湯川放水路 12 26,000 9,200 220 20 1,840 354 71

16 鳥屋野川 13 204,000 109,610 180 15 18,130 537 89

17 佐鳴湖 14 129,680 85,550 90 10 6,844 660 53 COD

18 堀川 16 469,200 281,488 150 15 38,001 600 81

19 油が淵 16 33,100 10,956 101 16 933 331 28 COD

21 勢田川 17 3,000 1,449 200 15 268 483 89

23 寝屋川 15 2,514,390 1,698,371 200 15 314,199 675 125
一人当たりの水量が大きいため
削減負荷量も大きい

24 大和川 13 1,321,000 396,979 200 13 74,242 301 56

25 林田川 15 1,545 488 200 20 88 316 57

27 芦田川 19 73,400 36,248 195 10 6,723 494 92

28 湖山池 16 13,500 4,766 180 20 762 353 56 COD

29 正法寺川 16 0 0 - - - - - 現況下水道なし

30 仁淀川 12 2,000 1,320 170 20 340 660 170
収集データの不整合を統計
データにより修正

31 遠賀川 16 122,400 62,840 200 15 11,625 513 95

33 大淀川 12 28,000 14,336 210 20 2,724 512 97

34 肝属川 17 13,300 3,920 200 20 706 295 53

清ルネⅡ

中間年次の汚濁負荷削減率に使用する諸元

下水道人口１人当り
(平成)
基準年

（人）
下水道人口

(m3/日)
流入水量

(ｍｇ/L)
流入水質

(ｍｇ/L)
放流水質

(kg/日)
削減負荷量

基準年における基礎数値

項　目 備考

 
注．清ルネⅡ対象 34 河川の内，事業完了している松江堀川等５河川 (広瀬川，桑原川，西高瀬

川，松江堀川，多布施川 )については汚濁負荷削減率の算定対象から除いた。  
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４）算定結果  

算定結果を次表に示す。なお，削減負荷量，削減率は下水道分についてのみ

の値を示している。  

 
表 2-2-4     汚濁負荷削減率の算定結果  

発生負荷量(t/日) 削減負荷量(t/日) 削減率(%) 
対象地区 

H19 H24 H19 H24 H19 H24 

東京湾 1,314 1,333 987 1,041 75 78 

伊勢湾 536 550 265 299 49 54 三大湾 

大阪湾 912 917 699 728 77 79 

11 指定湖沼 275 282 149 165 54 59 

34 清流ルネッサンスⅡ対象河川 992 1,026 725 790 73 77 

注１．削減負荷量，削減率は下水道分  
２．清ルネⅡ対象 34 河川の内，事業完了している松江堀川等５河川 (広瀬川，桑原川，西高

瀬川，松江堀川，多布施川 )については汚濁負荷削減率の算定対象から除いた。  
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図 2-2-6     汚濁負荷削減率 (三大湾 ) 

 

表 2-2-5     汚濁負荷削減率 (三大湾 ) 

Ｈ19 Ｈ24 目標年次

生活系 1,957 1,963 1,951
工場系 502 534 753
畜産系 10 10 10
観光系 6 6 7
面源系 286 288 291

計 2,762 2,801 3,013

下水処理場 1,951 2,068 2,444

集落排水
合併浄化槽
河川浄化
面源対策

計 1,951 2,068 2,444

下水処理場 71 74 81

集落排水 0 0 0
合併浄化槽 0 0 0
河川浄化 0 0 0
面源対策 0 0 0

計 71 74 81

三大湾計

ＣＯＤ
削　減
負荷量

（ｔ／日）

ＣＯＤ
削減率
（％）

ＣＯＤ
発　生
負荷量
(ｔ/日)

項　目

 
注．削減負荷量，削減率は下水道分  
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表 2-2-6     汚濁負荷削減率の内訳 (三大湾 ) 

H16 H36 H19 H24 H16 H37 H19 H24 H16 H37 H19 H24 H16 目標年 H19 H24

生活系 1,022 1,016 1,007 1,017 339 336 333 332 612 600 617 614 1,974 1,951 1,957 1,963 行政人口に比例

工場系 155 284 161 169 98 221 116 130 211 249 226 235 464 753 502 534 下水道人口に比例

畜産系 3 3 3 3 4 4 4 4 3 3 3 3 10 10 10 10 中間年次

観光系 4 6 5 5 2 2 2 2 0 0 0 0 6 7 6 6 中間年次

面源系 137 143 138 140 82 82 82 82 66 66 66 66 286 291 286 288 中間年次

計 1,322 1,451 1,314 1,333 525 645 536 550 892 917 912 917 2,739 3,013 2,762 2,801

処理場 942 1,176 978 1,028 225 453 265 297 648 766 696 723 1,815 2,394 1,938 2,048
下水道人口１人当りの
削減負荷量原単位
（下水道人口に比例）

合流改善 － 33 9 12 0 5 1 2 0 11 3 5 － 49 13 19 合流改善面積に比例

計 942 1,209 987 1,041 225 458 265 299 648 777 699 728 1,815 2,444 1,951 2,068

処理場 71% 81% 74% 77% 43% 70% 49% 54% 73% 83% 76% 79% 66% 79% 70% 73%

合流改善 － 2% 1% 1% 0% 1% 0% 0% 0% 1% 0% 1% － 2% 0% 1%

計 71% 83% 75% 78% 43% 71% 49% 54% 73% 85% 77% 79% 66% 81% 71% 74%

基準年 基準年 基準年

H16 H19 H24 H16 H19 H24 H16 H19 H24

行政人口(人) 27,333,152 26,926,000 27,185,000 10,749,217 10,553,000 10,536,000 17,005,763 17,136,000 17,042,000

下水道人口(人) 23,412,000 24,308,000 25,567,000 5,868,000 6,901,000 7,759,000 14,037,019 15,064,000 15,649,000

合流面積（ｈａ） 85,569 － － 21,347 － － 44,135 － －

合流改善面積（ｈａ） － 24,105 31,989 － 3,202 8,517 － 13,039 19,427

Ｘ年算出方法

伊勢湾

Ｘ年 Ｘ年

３大湾計

算出根拠基準年

Ｈ１9，Ｈ２４
国土交通省，住民基本台
帳，人口問題研データに

よる推計値

算出根拠基準年

Ｈ１9，Ｈ２４
国土交通省，住民基本台
帳，人口問題研データに

よる推計値

下水道での
削減率（％）

Ｘ年下水道削減率
算定用データ

年度
Ｘ年

発　生
負荷量
(ｔ/日)

大阪湾

算出根拠基準年

下水道における
削減負荷量(ｔ/日)

東京湾

Ｈ１9，Ｈ２４
国土交通省，住民基本台
帳，人口問題研データに

よる推計値

Ｈ１9，Ｈ２４
国土交通省，住民基本台
帳，人口問題研データに

よる推計値

項　目 算出根拠基準年
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図 2-2-7     汚濁負荷削減率 (指定湖沼 ) 

 
表 2-2-7     汚濁負荷削減率 (指定湖沼 ) 

Ｈ19 Ｈ24 目標年次

生活系 172 174 197
工場系 48 53 109
畜産系 7 7 8
観光系 0 0 0
面源系 47 47 47

計 275 282 360

下水処理場 149 165 264

集落排水
合併浄化槽
河川浄化
面源対策

計 149 165 264

下水処理場 54 59 73

集落排水 0 0 0
合併浄化槽 0 0 0
河川浄化 0 0 0
面源対策 0 0 0

計 54 59 73

指定湖沼計

ＣＯＤ
削　減
負荷量

（ｔ／日）

ＣＯＤ
削減率
（％）

ＣＯＤ
発　生
負荷量
(ｔ/日)

項　目

 
注．削減負荷量，削減率は下水道分  
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表 2-2-8     汚濁負荷削減率の内訳 (指定湖沼 ) 

H12 H18 H19 H24 H12 H32 H19 H24 H４ H27 H19 H24 H10 H29 H19 H24 H10 H29 H19 H24 H15 H20 H19 H24

生活系 252 249 249 249 2,663 2,432 2,582 2,524 34,385 47,754 34,827 35,138 25,812 31,606 25,747 25,584 19,022 22,874 19,491 19,747 96 96 96 96 行政人口に比例

工場系 8 10 10 10 130 571 285 395 2,449 21,892 5,608 6,486 13,288 25,951 18,450 19,554 6,575 16,092 10,339 12,356 0 0 0 0 下水道人口に比例

畜産系 175 175 175 175 335 474 384 418 4,154 4,677 4,496 4,609 50 40 45 43 2 2 2 2 0 0 0 0 中間年次

観光系 38 38 38 38 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 中間年次

面源系 189 189 189 189 8,948 8,948 8,948 8,948 8,388 9,124 8,868 9,028 2,345 2,345 2,345 2,345 805 805 805 805 23 23 23 23 中間年次

計 663 662 662 662 12,076 12,425 12,198 12,286 49,377 83,447 53,799 55,262 41,495 59,942 46,588 47,525 26,404 39,774 30,637 32,910 119 119 119 119

処理場 155 198 198 198 723 2,128 1,215 1,566 10,576 55,318 24,213 28,006 26,642 52,031 36,993 39,205 14,392 35,226 22,631 27,047 38 51 51 51
下水道人口１人当りの
削減負荷量原単位
（下水道人口に比例）

合流改善 － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － 合流改善面積に比例

計 155 198 198 198 723 2,128 1,215 1,566 10,576 55,318 24,213 28,006 26,642 52,031 36,993 39,205 14,392 35,226 22,631 27,047 38 51 51 51

処理場 23% 30% 30% 30% 6% 17% 10% 13% 21% 66% 45% 51% 64% 87% 79% 82% 55% 89% 74% 82% 32% 43% 43% 43%

合流改善 － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － －

計 23% 30% 30% 30% 6% 17% 10% 13% 21% 66% 45% 51% 64% 87% 79% 82% 55% 89% 74% 82% 32% 43% 43% 43%

基準年 基準年 基準年 基準年 Ｘ年 基準年 Ｘ年 基準年 Ｘ年

H12 H19 H24 H12 H19 H24 H４ H19 H24 H10 H19 H24 H10 H19 H24 H15 H19 H24

行政人口(人) 8,787 8,690 8,690 88,772 － － 919,393 931,213 939,527 806,632 804,602 799,493 594,444 609,097 617,086 3,296 3,296 3,296

下水道人口(人) 5,008 6,394 6,394 24,774 － － 236,378 541,196 625,970 505,729 702,205 744,200 292,042 459,242 548,863 － 808 808

合流面積（ｈａ） － － － － － － － － － － － － － － － － － －

合流改善面積（ｈａ） － － － － － － － － － － － － － － － － － －

13 32 19 24 16 37 19 24 14 37 19 24 15 35 19 24

H13 H32 H19 H24 H16 H37 H19 H24 H14 H37 H19 H24 H15 H35 H19 H24 現況 目標 H19 H24

生活系 7,292 6,943 7,869 7,775 40,212 43,104 40,182 41,414 25,058 26,927 24,892 24,878 14,974 14,602 16,557 16,522 169,767 196,588 172,494 173,928 行政人口に比例

工場系 1,562 3,795 1,889 1,964 5,712 23,960 6,759 7,163 244 3,388 312 362 3,519 12,867 4,400 4,988 33,487 108,527 48,050 53,278 下水道人口に比例

畜産系 488 439 472 460 1,618 1,618 1,618 1,618 26 26 26 26 66 49 62 58 6,914 7,501 7,281 7,410 中間年次

観光系 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 317 317 317 317 356 356 356 356 中間年次

面源系 1,121 1,121 1,121 1,121 12,495 12,495 12,495 12,495 3,777 3,777 3,777 3,777 8,011 7,964 8,002 7,990 46,103 46,792 46,573 46,722 中間年次

計 10,463 12,299 11,351 11,320 60,037 81,177 61,053 62,690 29,105 34,118 29,007 29,043 26,887 35,799 29,339 29,876 256,627 359,763 274,753 281,693

処理場 6,372 9,255 7,703 8,008 30,855 60,718 36,510 38,697 8,889 27,916 11,334 13,176 6,654 20,782 8,321 9,432 105,296 263,624 149,169 165,387
下水道人口１人当りの
削減負荷量原単位
（下水道人口に比例）

合流改善 － － － － － 169 － － － － － － － － － － － 169 － － 合流改善面積に比例

計 6,372 9,255 7,703 8,008 30,855 60,887 36,510 38,697 8,889 27,916 11,334 13,176 6,654 20,782 8,321 9,432 105,296 263,793 149,169 165,387

処理場 61% 75% 68% 71% 51% 75% 60% 62% 31% 82% 39% 45% 25% 58% 28% 32% 41% 73% 54% 59%

合流改善 － － － － － 0% － － － － － － － － － － － 0% － －

計 61% 75% 68% 71% 51% 75% 60% 62% 31% 82% 39% 45% 25% 58% 28% 32% 41% 73% 54% 59%

基準年 基準年 基準年 基準年

H13 H19 H24 H16 H19 H24 H14 H19 H24 H15 H19 H24

行政人口(人) 199,830 215,640 213,071 1,373,000 1,371,958 1,414,021 620,236 616,140 615,783 436,126 482,228 481,216

下水道人口(人) 168,834 204,102 212,195 973,669 1,152,117 1,221,104 293,308 373,978 434,770 202,451 253,150 286,963

合流面積（ｈａ） － － － 155 － － － － － － － －

合流改善面積（ｈａ） － － － － 0 0 － － － － － －

算出根拠基準年

野尻沼手賀沼印旛沼

算出根拠基準年

Ｈ１9，Ｈ２４
国土交通省，住民基本台
帳，人口問題研データに

よる推計値

Ｘ年 Ｘ年Ｘ年 Ｘ年

下水道における
削減負荷量(ｔ/日)

下水道での
削減率（％）

Ｘ年下水道削減率
算定用データ

年度

算出根拠基準年

Ｈ１9，Ｈ２４
国土交通省，住民基本台
帳，人口問題研データに

よる推計値

発　生
負荷量
(ｔ/日)

項　目

諏訪湖 琵琶湖 児島湖 宍道湖・中海 11指定湖沼計

算出根拠基準年

Ｈ１9，Ｈ２４
国土交通省，住民基本台
帳，人口問題研データに

よる推計値

算出根拠基準年

Ｈ１9，Ｈ２４
国土交通省，住民基本台
帳，人口問題研データに

よる推計値

算出根拠基準年

Ｈ１9，Ｈ２４
国土交通省，住民基本台
帳，人口問題研データに

よる推計値

算出根拠基準年

Ｈ１9，Ｈ２４
国土交通省，住民基本台
帳，人口問題研データに

よる推計値

発　生
負荷量
(ｔ/日)

霞ヶ浦

算出根拠基準年

下水道における
削減負荷量(ｔ/日)

釜房ダム

Ｈ１9，Ｈ２４
国土交通省，住民基本台
帳，人口問題研データに

よる推計値

Ｈ１9，Ｈ２４
H18目標年値

項　目 算出根拠基準年

下水道での
削減率（％）

Ｘ年下水道削減率
算定用データ

年度
Ｘ年

Ｘ年算出方法

八郎湖

Ｘ年 Ｘ年

算出根拠基準年
Ｈ１9，Ｈ２４

中間年次推計
Ｈ１9，Ｈ２４
H20目標年値

算出根拠基準年

Ｈ１9，Ｈ２４
国土交通省，住民基本台
帳，人口問題研データに

よる推計値

Ｘ年算出方法
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図 2-2-8     汚濁負荷削減率 (清ルネⅡ対象河川 ) 

 
表 2-2-9     汚濁負荷削減率 (清ルネⅡ対象河川 ) 

Ｈ19 Ｈ24

生活系 596 611
工場系 354 376
畜産系 24 20
観光系 0 0
面源系 19 19

計 992 1,026

下水処理場 725 790

集落排水
合併浄化槽
河川浄化
面源対策

計 725 790

下水処理場 73 77

集落排水 0 0
合併浄化槽 0 0
河川浄化 0 0
面源対策 0 0

計 73 77

注.対象流域が湖沼の場合はＣＯＤとし，単純に合計した。

清流ルネッサンスⅡ河川計

ＢＯＤ
削　減
負荷量

（ｔ／日）

ＢＯＤ
削減率
（％）

ＢＯＤ
発　生
負荷量
(ｔ/日)

項　目

 

注．削減負荷量，削減率は下水道分  

 




